
地方消費税交付金（社会保障財源化分）の使途

１　地方消費税（交付金）引上げ分（社会保障財源化分）歳入決算額 1,568,558 千円

２　社会保障施策に要する経費 千円　※１

３　２の経費の内、一般財源充当額 7,605,613 千円

1,568,558 千円

【社会保障施策に要する経費とその財源内訳】 （単位：千円）

国・県
支出金

市　債 その他

地方消費税
（交付金）引
上げ分
（社会保障財
源化分）

その他

生活保護 1,006,928 757,833 0 18,947 36,678 193,470

児童母子福祉
（児童手当、私立保育所、子ども医療等）

7,101,650 5,219,101 0 85,794 642,830 1,153,925

障がい者高齢福祉 4,414,221 3,117,555 0 48,061 198,984 1,049,621

社会福祉 455,794 368,257 0 0 13,950 73,587

小　　　計 12,978,593 9,462,746 0 152,802 892,442 2,470,603

国民健康保険（一般会計繰出金） 733,042 419,661 0 0 49,942 263,439

介護保険（一般会計繰出金等） 1,618,821 79,624 0 0 245,294 1,293,903

後期高齢者医療（一般会計繰出金） 1,903,808 239,375 0 0 265,252 1,399,181

小　　　計 4,255,671 738,660 0 0 560,488 2,956,523

保健衛生（母子保健） 210,024 91,223 0 1,465 18,699 98,637

予防健康（予防接種、健康診断等） 717,364 9,823 0 99,320 96,929 511,292

小　　　計 927,388 101,046 0 100,785 115,628 609,929

18,161,652 10,302,452 0 253,587 1,568,558 6,037,055

※１

※２

18,161,652

消費税法第１条第２項に規定する経費その他社会保障施策（社会福祉、社会
保険及び保険衛生に関する施策をいう。）に要する経費　※２

４　３の一般財源充当額の内、地方消費税交付金引上げ分（社会保障財源化分）
　　充当額

事　　業　　名 経　費

財源内訳

特定財源 一般財源

社会
福祉

社会
保険

保健
衛生

合　　　　　計

別紙の「社会保障関係費の推移」の総事業費R7決算の額22,204,832千円と上の表の経費の合計18,161,652
千円が異なるのは、 地方消費税（交付金）引上げ分（社会保障財源化分）は、事務職員の人件費や事務費に充
てることができないこと、また各施設の管理費、高齢者交通費助成等を除いているためです。

地方消費税収（引上げ分）については、地方税法第７２条の１１６において、消費税法第１条第２項に規定する社
会保障４経費（制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策
に要する経費）を含む社会保障施策（社会保障４経費に予防接種、健康診断、障がい者サービスを加える）に充
てることとされています。


